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新型コロナ禍での企業のデジタル技術利用に関する研究 

(「デジタル技術利用に関する企業調査（速報）」) 

1．本研究のポイント 

 人工知能を利用している企業は 23%、ロボットを利用している企業は 40%でした。 

 人工知能を利用することの影響は、どの項目でも「変化なし」と答える企業が最多でした。 

一方、比較的変化が見られた項目は、「ルーティン業務を行う労働者数」、「労働者全体の仕事

量」、「労働者全体の仕事時間」の減少、「労働者全体の仕事効率」や企業の知識ストックの向上

に関するものでした。 

 テレワークを利用している企業は 77%でした。テレワーク利用開始時期別にみると、50%はコロ

ナ禍初期（2020 年 2 月～5月、第 1回目の緊急事態宣下時含む）にテレワークを利用し始めた

ことがわかりました。 

 テレワーク実施企業のうち、従業員のテレワーク利用者割合が 0～19%の企業だけで半数以上を

占めました。企業としてテレワークを実施していても、実際に利用している従業員は限定的で

あることがわかりました。 

 テレワークを認めている雇用形態について、テレワークを実施している企業の 99%は正規職員

をテレワークの利用対象としていますが、非正規職員をテレワークの利用対象としている企業

は 67%でした。 

 

2．研究背景 

 2020 年初頭からはじまった、新型コロナ感染症は世界中に蔓延し、多くの犠牲者を生みました。新

型コロナ感染症との闘いは依然として続いているものの、世界では、ポストコロナに向けた経済社会

システムの変革が次々と起きています。 

このようなコロナ禍で、企業では、遠隔での業務の実施や業務の自動化、業務プロセスの見直しや

部門の再編成など、組織的な変革が進んでいます。そこで、日本の企業におけるデジタル技術の導入

と活用が、企業活動に及ぼす影響を明らかにすることを目的として、公益財団法人 NIRA 総合研究開

発機構(以下、「NIRA 総研」)と共同でアンケート調査を実施しました。 

 慶應義塾大学経済学部の大久保敏弘教授は、新型コロナ禍での日本企業の AI(人工知能）、ロボ

ット、テレワークの利用状況やデータ活用など、デジタル技術利用の実態を明らかにすることを目

的として、日本の企業に調査を実施しました。 

速報結果によると、人工知能を利用している企業にその利用理由を聞いたところ、自動化・省力

化、業務効率・生産性を挙げた企業が多い結果となりました。また、労働者や仕事への影響として、

「変化なし」と答える企業が最多でしたが、ルーティン業務を行う労働者数の減少、労働者全体の

仕事効率の向上、企業の知識ストックの向上も、比較的多くみられました。人工知能が企業活動に

及ぼす影響は、業務内容による違いが大きいことがわかりました。 
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3．研究内容・成果 

慶應義塾大学と NIRA 総研では、「デジタル技術利用に関する企業調査」を行いました。同調査

は、2022 年 12 月～2023 年 2 月に実施し、953 社からの回答を得ました。うち上場企業は 29%、業種

別には、製造業 46%、情報通信業 17%、サービス業 16%、卸売業・小売業 10%、金融業・保険業 4%で

した。回答結果を基に、AI(人工知能）、ロボット、テレワークの利用状況やデータ活用など、デジ

タル技術利用の実態を明らかにしました。 

 

人工知能を利用している企業は 23%、ロボットを利用している企業は 40%でした。人工知能、ロボ

ットを利用した理由として、回答割合が高かった選択肢は、「従業員が行っていた作業を自動化し、既

存の労働力を省力化するため」、「プロセスや手法を改善し、業務効率や生産性、品質を高めるため」

でした。特にロボットの利用した理由として、既存の労働力の省力化の回答割合(85%)が高い結果と

なりました。 

 

人工知能の利用を阻む要因として、内部要因と外部要因に分けて、あてはまるものすべてを選んで

もらったところ、回答割合が高かった順に、「既存スタッフのスキルが不足している、または、適切な

スキルを持つ人材の確保が困難である」(57%)、「導入のコストが大きい、または、導入資金や運用資

金が不足している」(42%)、「既存の業務プロセスに適応させるためのコストが大きい」(36%)となりま

した。いずれも内部要因であり、外部要因よりも内部要因が人工知能の利用の障壁となっていること

がわかりました。 

 

人工知能が処理する業務として回答割合が高かったのは、「研究者、情報処理・通信技術者の業務」

(48%)、「事務従事者の業務」(47%)でした。一方、同割合が低かったのは、「販売従事者の業務」(23%)、

「管理的職業従事者の業務」(19%)でした。 

 

人工知能を利用することの影響に関して、労働者の数については、どの部門の労働者であっても「変

化なし」の回答割合が非常に高い結果となりました(62～72%)。ルーティン業務とノンルーティン業

務を行う労働者数についても、「変化なし」の回答割合が高い結果となりましたが、ルーティン業務を

行う労働者はノンルーティン業務を行う労働者よりも、「減少した」との回答割合が高く、27%に上り

ました。業務内容によって、人工知能の利用が雇用に及ぼす影響が異なることがわかります。労働者

の仕事の量・時間・効率性については、いずれも「変化なし」の回答割合が高い結果となりました(38

～47%)。一方で、変化があった企業もある程度存在し、仕事量、時間が「減少した」の回答割合は 26

～28%、仕事効率が「向上した」の回答割合は 34%となりました。労働者の知識・専門性・ノウハウに

ついては、「変化なし」の回答割合が高い結果となった一方で、STEM 分野の知識・専門性・ノウハウ

が「向上した」の回答割合は 20%、STEM 分野以外の知識・専門性・ノウハウが「向上した」の回答割

合は 13%となり、一部の企業では人工知能を利用することで知識ストックが高まったことが伺えまし

た。 

 

ロボットを利用することの影響に関しては、全般的に人工知能に関してみられた傾向がより顕著に

表れました。特に、仕事効率が「向上した」の回答割合は高く、42%に上りました。なお、「わからな

い」の回答割合を人工知能とロボットで比較すると、全般的に人工知能のほうが高いことがわかりま

した。ロボットの影響、効果の方が見極められており、人工知能については評価がまだ途上であるこ

とが伺えます。 
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人工知能技術の今後の予定について、回答割合(「現在利用している」および「2年以内に利用を開

始する予定がある」の合計)が高い順に、「音声認識、機械翻訳、チャットボットなど、自然言語処理」

(29%)、「人工知能を用いたプロセスオートメーション」(22%)、「不正検知やリスク分析など、異常検

知」(22%)、「視覚認識、顔認識、画像認識などコンピュータビジョン」(20%)となりました。 

 

調査時点でテレワークを利用している企業は 77%でした。テレワーク利用開始時期別にみると、50%

はコロナ禍初期（2020 年 2 月～5月、第 1回目の緊急事態宣下時含む）にテレワークを利用し始めた

ことがわかりました。一方で、制度としてテレワークを実施している企業で、テレワークを行ってい

る従業員の割合をみると、「0-10%未満」が 39%、「10-19%」が 13%となり、テレワークを行っている従

業員の割合が 19%以下の企業だけで半数以上になりました。企業としてテレワークを実施していても、

実際に利用している従業員は限定的であることが伺えます。 

 

テレワークを認めている条件について、場所に関しては、「特に限定していない」と回答した企業は

17%となりました。「共同利用オフィス・テレワーク拠点」、「ホテル」、「飲食店・公共施設」でテレワ

ークを認めている企業は限定的であり、「特に限定していない」と合わせても、19～24%でした。雇用

形態に関しては、「特に限定していない」と回答した企業は 48%となりました。また、テレワークを実

施しているほとんど企業で、正規職員をテレワークの対象としており、「特に限定していない」、「正規

職員」を合わせると、テレワークを実施している企業の 99%が正規職員にテレワークを認めているこ

とがわかりました。一方、「特に限定していない」、「非正規職員」を合わせると 67%となり、テレワー

クを実施している企業であっても非正規職員には認めていない企業が 33%に上ることがわかりました。 

 

個人情報の収集・活用の状況について、回答割合が高かった項目は、「自社で収集し、自社内で活用

している」で 65%、「現在は収集・取得・活用・提供をしておらず、検討もしていない」で 22%、「自社

で収集し、関連会社と連携して活用している」で 16%となりました。個人情報を関連会社や社外から

購入したり、逆に、社外に販売、提供している企業はごくわずかでした。 

 

 

4．これまでの研究と今後の展開 

これまで大久保敏弘教授は、大規模自然災害における国際貿易や空間経済学の研究を国際共同研究

と国際学術ジャーナルへの掲載を中心に積極的に行ってきました。具体的には、阪神大震災における

企業の存続や生産性に関する実証研究（研究 1）、東日本大震災における企業の防災、BCP や互助が企

業活動の再開にどう影響するかに関する実証研究（研究 2）、関東大震災における横浜市内の企業にお

ける創造的破壊仮説に関する数量経済史研究（研究 3）、東日本大震災後の人々の幸福度の変化と原発

からの地理的な距離の影響（研究 4）、伊勢湾台風における企業の被災と復興・成長（研究 5）などで、

それぞれトップクラスの国際的な査証付き学術誌に掲載されており、さらに論文引用数も多くなって

きております。 

今回の新型コロナウイルス感染症の蔓延は「広義の災害」とも位置付けられます。新型コロナウイ

ルス感染症の経済への影響に関連しては、就業者調査を行い調査報告書としてまとめており（研究 6）、

政策提言を行うためオピニオンペーパーを作成しています（研究 7、8、9、10、11）。すでに CEPR が

作る『Covid Economics』、『Asian Economic Papers』、『Vaccines』『Information Economics and Policy』、

『Japan and the World Economy』といった国際的なジャーナルに成果が掲載されました（研究 12、

13、14、15、16）。 
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※ご取材の際には、事前に下記までご一報くださいますようお願い申し上げます。 
※本リリースは文部科学記者会、各社社会部・教育部等に送信しております。 

・研究内容についてのお問い合わせ先 
慶應義塾大学経済学部教授 大久保敏弘（おおくぼ としひろ） 
TEL : 03-5418-6589  E-mail : okubo@econ.keio.ac.jp 

 
・本リリースの配信元 

慶應義塾広報室（豊田） 
TEL：03-5427-1541  FAX：03-5441-7640 
Email：m-pr@adst.keio.ac.jp  https://www.keio.ac.jp/ 


